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Ａ. 研究目的 

 本研究の目的は、高齢者保健福祉分野の保

健活動を評価するための標準化した指標を

開発することである。平成27年度は、『平成

27 年度に作成した高齢者保健福祉分野の保

健活動を評価するための評価指標案（以下、

「27 年度版評価指標」という）』について、

全国の市区町村を対象とし、「わかりやすさ」

と「重要性」及び、評価マニュアルの有用性

を検証した。 

 

Ｂ. 研究方法 

１．調査方法 

 調査に用いた「27年度版評価指標」は、「高

齢者が元気で暮らし、何らかの支援が必要に

なっても安心して暮らせる」を目的とし、そ

の構成は、構造が4項目、プロセスが18項 

 

目、結果1～3が2項目ずつで、合計30項目

である。「27 年度版評価指標」の項目毎に評

価マニュアルを添付した。 

２．調査対象と調査項目 

無作為抽出を行った全国580か所の市区町

村の高齢者保健福祉担当の保健師を対象に、

評価マニュアルが添付された「27年度版評価

指標」の項目毎に「わかりやすさ」と「重要

性」について回答を求める郵送調査を実施し

た。 

回答方式は、「わかりやすさ」については

「5：わかりやすい、4：ややわかりやすい、

3：どちらともいえない、2：ややわかりにく

い、1：わかりにくい」、「重要性」について

は、「5：重要である、4：やや重要である、3：

どちらともいえない、2：あまり重要でない、

1：重要でない」の 5 段階択一式とし、自由

研究要旨 高齢者保健福祉分野の保健活動を評価するための標準化された評価指

標の開発を目的に、平成 27 年度は全国の市区町村 580 か所に 30 項目の「高齢者保健

福祉活動評価指標：平成 27 年度版」と評価マニュアルを送付し、各項目の「わかり

やすさ」と「重要性」及び、評価マニュアルの有用性について調査を行った。 

 その結果、202 か所から回答（回収率 34.8％）を得た。「27 年度版評価指標」は高

齢者保健福祉分野の保健師活動において重要性は高いことが示唆されたが、具体的に

どのように評価するかがわかりにくいことから、評価マニュアルは必須であった。ま

た、自由意見から、自治体により保健師の活動範囲や役割が異なるため、評価マニュ

アルはさらなる改善が必要であり、高齢者保健福分野の保健活動を効果的に展開する

ためには詳細な活動指針が必要と思われた。「27 年度版評価指標」は高齢者保健福祉

分野の保健師活動の全体の振り返りや職場内での進行管理、保健師研修で活用できる

こと示唆され、これを標準化され高齢保健福祉分野の評価指標とした。 



意見を求めた。さらに、評価マニュアルにつ

いては、「1：役に立つと思う、2：やや役に

立つと思う、3：あまり役に立たないと思う、

4：役に立たないと思う、5：わからない」の

5 段階択一式と、評価マニュアルについての

改善点や自由意見を求めた。 

３．調査期間 

調査期間は、平成 27 年 10 月から平成 28

年1月である。 

【倫理的配慮】 

調査への不参加によって不利益を生じな

いこと、調査結果の公表に際しては回答自治

体が特定されることがないようにすること、

並びに回答の返送を持って調査への参加を

同意したとみなすことを調査依頼文に明記

し、回答をもって同意とみなした。本研究は

長崎県立大学の研究倫理審査委員会の承認

を得て行った。 

 

Ｃ. 結果 

1．回収状況 

 調査票を送付した580か所のうち202か所

から回答を得（回収率 34.8％）、全数を分析

対象とした。 

 回答を得た市町村の人口規模及び地域包

括支援センターの委託状況は、表１、2 のと

おりであった。 

表1 市町村の人口 

人口 自治体数 割合 

1万未満 41 20.3% 

1万以上～3万未満 46 22.8% 

3万以上～5万未満  41 20.3% 

5万以上～10万未満 32 15.8% 

10万以上～20万未満 23 11.4% 

20万以上 19 9.4% 

合計 202 100% 

表2 地域包括支援センターの委託状況 

運営方法 自治体数 割合 

直営 99 49.0% 

委託 84 41.6% 

直営と委託の両方 7 3.5% 

未回答 12 5.9% 

合計 202 100% 

 

2．「わかりやすさ」及び「重要性」 

1）選択肢による回答 

評価指標案の「わかりやすさ」及び「重要

性」に対する回答は表3に示すとおりであっ

た。 

表 3 の最右列の「分類」とは、「わかりや

すさ」と「重要性」共に「わかりやすい」「や

やでわかりやすい」と回答した割合が75％以

上であった指標を「Ａ」、「わかりやすさ」の

み 75％以上であった指標を「Ｂ」、「重要性」

のみ 75％以上であった指標を「Ｃ」、わかり

やすさ」と「重要性」共に75%未満であった

指標を「Ｄ」として区分けしたものである。 

30項目中最も多かったのが「Ｃ」で16項

目（53.3%）、次いで「Ａ」が13項目（43.3%）、

「Ｄ」が1項目（3.3%）となっており、「Ｂ」

に該当するものはなかった（表4）。 

表4  わかりやすさと重要性 ｎ＝202 

  重要性 

75%以上 75%未満 

わ か り

やすさ 

75%以上 Ａ（43.3%） Ｂ（0%） 

75%未満 Ｃ（53.3%） Ｄ(3.3%) 

 

 30項目のうち、「わかりやすい」「ややでわ

かりやすい」と回答した割合が80％を超えて

いたのは 6 項目、70%台が 17 項目、60%台

が7項目であった。 

 また、「重要である」「やや重要である」 



と回答した割合が 90％を超えていたのは 16

項目、80％台が 10 項目、70%台が 3 項目、

60%台が1項目であった。 

2）自由意見 

 「わかりやすい」「ややでわかりやすい」

と回答した割合が60%台であった7項目への

自由意見は表5のとおりである

表5 「わかりやすい」「ややでわかりやすい」の回答割合が60%台の項目への自由意見 

評価指標案 自由意見 

8 

要支援者の訪問・通所サービ
スの介護予防・日常生活支援
総合事業への移行や移行後の
進行管理を計画的に実施して
いる 

重要とは思うが必ずしも保健師でなくてもよいのではないか。 
総合事業に移行していない場合、答えにくい。 

12 

多様なサービスを幅広く展開
するため、ＮＰＯ等の団体や住
民主体のサービスの開発を進
めている。  

コミュニティーソーシャルワーカーが主役となる事業と考える。 
保健師以外職種が担当している場合、している過程があれば OK? 
 評価事業も含めた団体、事業所の活用が重要である。 
 評価指標がコーディネーターの業務そのものになっている。コーディ
ネーターを支える保健師の立場の文言に。 
 重要とは思うが保健師でなくてもよい項目のような気がする。 

13 
介護者を支援する対策を実施
している 

具体的に欠ける。視点に相談数や自主組織化の視点があるとよい。 
どのような支援不明確・・精神的、心の支援？他の職種が担当の場合？ 
介護者のイメージがつきにくい。家族なのか、地域の支援者、専門職職
員等と意図をわかりやすくしてほしい。 
認知症者の家族の会も含むと重要性は異なる。 
介護者という表現が誰を指しているのかわかりにくい。 

21 
個別支援をした対象者の意識
や生活の変化について評価し
ている 

訪問介護B のこと？包括業務のこと？職員により違いがある 
評価方法がわかりにくく評価しにくい。評価マニュアルには評価方法を
記載していればわかりやすい。今の表現では課題のない事が評価にな
ってしまうのではないでしょうか。 
保健師業務と当然やるべき業務なので、あえて評価指標として示すこと
に疑問。 

25 

介護予防・日常生活支援総合
事業（移行前は介護予防事業）
で支援した人の数（参加者数、
個別支援者数）が増えている 

参加者は増やそうと思えば”支援”を切りはなせば増やせるので移行期
に数での評価は早急と考える。 
総合事業は各市町村で位置づけるサービスがちがうのでこの数が増え
たかどうかが評価になるとは限らない（介護予防事業については評価の
指標になると思うが・・・）一般介護予防事業の参加者の増、要支援認定
者の減少など結果の指標を詳細に評価マニュアルに書いた方がよいの
ではないでしょうか（20 と重なるところもある） 
介護予防を推進していくためには住民への啓発が重要。高齢になって
から気づいても遅い、若いときからの生活習慣が重要 
移行した変わり目の場合、事業のメニューも変わる部分があるため比較
しづらい点もあるかと思います。 
住民主体の活動の評価が必要では。 

26 

高齢者に関する相談支援窓口
や高齢者の生活に役立つ情報
が集約され、地域住民に提供
する機会が増えている 

集約することと機会が増えることは別ではないか。 
重要だが評価がむずかしい。 

30 健康寿命が延伸する 

何年後なのか？算出できない。 
保健師活動の評価というより施策全体の評価ではないですか？ 
健康寿命の延伸は、高齢者だけでなく、成人による健康課題においても
影響するため。 

  



3．評価マニュアル 

1）選択肢による回答 

 評価マニュアルについて、調査回答時に

「全部をじっくり読んだ」が46件（22.8%）、

「.全体を斜め読みした」が 83 件（41.1%）、

「気になった部分だけ読んだ」が 58 件

（28.8%）で、「全く読まなかった」が 5 件

（2.5%）であった（表6）。 

表6 評価マニュアルを読んだか ｎ＝202 

 人数 割合 

全部をじっくり読んだ 46 22.8 

全体を斜め読みした 83 41.1 

気になった部分だけ読んだ 58 28.7 

全く読まなかった 5 2.5 

無回答 10 5.0 

合計 202 100 

 

 評価マニュアルの有用性については、評価

マニュアルを読んだ187人中67人（35.8%）

が「役に立つと思う」、103人（55.1%）が「や

や役に立つと思う」と回答し、「やや役に立

たないと思う」が7人（3.7%）、「役に立たな

いと思う」が1人（0.5%）であった（表7）。 

表7 評価マニュアルの有用性  ｎ＝187 

 人数 割合 

役に立つと思う 67 35.8 

やや役に立つと思う 103 55.1 

やや役に立たないと思う 7 3.7 

役に立たないと思う 1 0.5 

わからない 9 4.8 

合計 187 100 

 

 評価マニュアルについて「役に立つと思う」

「やや役に立つと思う」と回答した170人に

どのような点で役に立つか確認したところ、 

「評価指標が何を意図しているのかがわか

る」が107件（62.9%）、「何を計上すればよ

いのか、どのような状態が該当するのかが具

体的にわかる」が93件（54.7%）、「評価指標

の活用方法についてヒントが得られる」が 

110 件（64.7%）、無回答は 24 件（14.1%）

であった。その他の意見は12件（7.1%）で、

表8のとおりであった。 

表8 評価マニュアルが役に立つと思う意見 

・現在何が課題として事業を展開したらよいのか、
不足する項目がわかる。 

・何に注目して仕事をしていけばいいかがわか
る。 

・この分野で保健師が仕事をするうえでおさえて
おくべき視野が明確になった。 

・活動そのものに何が必要かという方向性を考え
る目安になる。 

・担当が交代しても評価が一定になると思う。 
・自治体の事業評価の視点として生かせる。 
・高齢者福祉分野における保健師に期待される職
務がわかる。 

・目的的に業務を遂行し、かつ「保健」の視点を振
り返るきっかけとなる。 

・行うべき活動が何かがわかる。 

 

2）評価マニュアルの改善点 

 評価マニュアルの改善点についての意見

は、表9のとおりであった。 

 

表9-1 評価マニュアルの追加・改善点 

追
加
点 

・虐待の予防や権利擁護の取組項目も必要。 
・災害時の項目に、災害時要援護者台帳（評

価マニュアル）等の策定等があるとよい。 
・孤立化の防止、住居対策の項目も必要。 

改
善
点 

・具体的にどの事業のことを評価するのか分
かると良い。 

・評価するポイントとなる会議等の名称などを
項目に併記しておくと分かりやすい。 

・枠組がマニュアル側にも入っているとよい 
・抽象的な表現は避ける 
・評価項目の細分化を検討してほしい。 

 

 

 



表9-2 評価マニュアルに対する意見 

保健師活動に
関する意見 

・保健師が個別支援、会議への参加においてコーディネーター役割をしているか 
・保健師が主となるべき事業、施策か。 
・人口（高齢化率）に伴う保健師数の設置基準や事務量やシステムを具体的に明記されて
いると役に立つ 

・保健師活動指針をもり入れた OJT 体制がとれているかを明記すると良い。 

高齢者保健福
祉活動に関す
る意見 

・住民や関係機関への規範的統合の取り組みができているかが重要 
・数値目標が上げられる項目について、表を作成し、市の状況が入り、継続的に評価でき
るものがあると良いのではないか。前期高齢者の認定率、健康寿命、困難ｹｰｽ対応数、
認知症サポター数等 

・ソーシャルキャピタルの醸成等人と人とをつなぐ力量、サロン立ち上げ 運営、それらを
継続するために必要な力など評価しにくい点を具体化できたら役立てられる。 

・健康寿命の延伸とか、認定率を単年度の評価で用いるのは疑問。レベルをそろえて、第
1 段階がクリアできていれば次にいけるように、経年的に深めていける指標がほしい。 

・改善策や課題が明確になると評価がより効果をあげることができる。 
・住民主体での活動をするにあたり、どういった経緯でどのような関係団体と協働で事業が
展開できたか。 

・地域包括支援センター、認知症地域支援推進員、生活支援コーディネーターとの連携
や協働のあり方、協議体の支援のあり方が入るとよい。 

4．「27 年度版評価指標」に対する意見 

27 年度版評価指標」を活用して評価す

ることに対する意見は、表 10 のとおり

であった。 

 

表 10 「27 年度版評価指標」への意見 

感
想 

・活動を振り返る機会になる。 
・保健師活動の指針となるとよい。 
・評価マニュアルをもとに保健師活動が「見
える化」でき、高齢者部門で働く保健師
が、さらに必要とされることを期待したい。 

課
題 

・保健師以外の職種にもわかる客観的な指
標になるとよい。 

・評価者が変わっても評価結果が違わない
客観的な指標となるとよい。 

・他の職種が実施している項目がある。保
健師としての評価ではなく、高齢者保健福
祉部門としての評価とした方が、関係者と
評価できる。 

・制度改正や予算に左右され、評価が施策
に反映させにくい。 

・評価をする時間がつくれない。 
・保健師としての専門性が発揮できる評価
指標（PDCA の活用等）になることを望む。 

 

 

Ｄ. 考察 

1．「27 年度版評価指標」のわかりやすさ

と重要性 

 評価指標の重要性について、「重要であ

る」「やや重要である」と回答した割合が

80%を超えていた項目は、30 項目中 26

項目であり、「27 年度版評価指標」は高

齢者保健福祉分野の保健師活動において

は重要性が高いと示唆された。 

しかし、わかりやすさについては、「わ

かりやすい」「ややでわかりやすい」と回

答した割合が80％を超えていたのは6項

目にとどまっており、各項目の重要性は

認識しているものの具体的にどのように

評価するかがわかりにくいことが伺えた。 

 自由意見等を参考に各項目の表現をよ

りわかりやすく修正する必要があるが、

自治体の規模や職員構成、事業の目標設

定、実施方法や実施内容などが自治体に

より大きく異なっていることから、評価

項目だけでわかりやすくするには限界が

ある。評価を実施しやすくするためには、



評価事例を示すなど、評価マニュアルも

改善する必要があると示唆された。 

2．評価マニュアルの有用性 

 「27年度版評価指標」の評価マニュア

ルに目を通した者の約9割が、「役に立つ

と思う」「やや役に立つと思う」と回答し

ており、評価をする際に評価マニュアル

は必須であることが伺えた。しかし、表

9-1、表 9-2、表 10 の自由意見から、以

下の課題が明らかになった。 

1）高齢者保健福祉分野の保健師活動 

①保健師が、高齢者保健福祉分野でどの

ような役割を担えるのかが具体的に示

せていないため、保健師活動の評価な

のか組織内での取り組みの評価なのか

判断できない。 

②他の職種との役割分担が自治体により

異なっており、地域包括ケアシステム

の構築に向けての保健師自身の役割認

識も異なっている。 

高齢者保健福祉分野で活動している保

健師が、どこまでを保健師業務とするか

は、それぞれの自治体で判断しているこ

とから、今後、保健師専門職としてその

役割をどこまで発揮できるかについては、

別に調査・検証のもと、明らかにしてい

く必要がある。 

2）組織内での高齢者保健福祉活動 

①地域特性に応じた地域包括ケアシステ

ムの構築に向けて、効果を出すための

事業展開が難しい。 

②地域包括ケアシステム構築に向けての

仕組みづくりや、関係者とのネットワ

ーク構築に向けての取り組みに対する

評価が難しい。 

③高齢者保健福祉活動の効果を、数的に

評価することが難しい。 

平成 27 年度には介護保険法が改正と

なり、高齢者保健福祉分野では、介護予

防・日常生活支援・総合事業の体制整備

に加え、地域包括ケアシステムのさらな

る構築に向けて、認知症施策や在宅医

療・介護の連携の推進、さらには、生活

支援体制整備事業が位置づけられている。 

保健師であれば、これまでの経験から、

①関連情報の収集、②情報分析・地域診

断・目標設定、③計画への位置づけ、④

住民への働きかけ、⑤連携・協働、⑥モ

ニタリング・評価、⑦住民活動の活性化

となるよう活動していくべきである。 

しかし、これらの新規事業をどのよう

に立ち上げて運営し、効果をあげていく

かは、各自治体にゆだねられており、保

健師以外の職種が中心となって事業展開

をしている自治体もある。 

今後、高齢者保健福祉分野の保健師活動の

専門性については、保健師が中心となっ

て取り組んだ先進事例の丁寧な分析に基

づき、明らかにしていく必要がある。 

3．「27 年度版評価指標」の活用方法 

1）高齢者保健福祉分野での保健師活動

の全体の振り返りに活用 

 「27 年度版評価指標」の殆どの項目の

重要性が高かったこと、また、「振り返り

の機会になった」「保健師として押さえて

おくべき視点がわかった」という意見が

あったことから、評価指標に基づき定期

的に自らの活動を振り返り、次に取り組

むことを考える機会をもつことは、高齢

者保健福祉分野の保健師にとって有用で

あると示唆された。 

 



2）職場内での高齢者保健福祉活動の進

行管理に活用 

 今回の調査では、「高齢者保健福祉分野

の保健師活動の評価と」いうより、「高齢

者保健福祉分野全般の評価指標」という

意見が複数あったことからも、本評価指

標は保健師だけでなく職場内の他の職員

も一緒に振り返ることが可能である。こ

のことより、高齢者保健福祉分野におけ

る自組織の進捗状況（経年的な評価）や

次に取り組むべき課題について、職場全

体で共有することができることが明らか

になった。 

3）保健師研修での活用 

高齢者保健福祉分野の保健師は、日々

の活動を振り返る時間を十分に確保でき

ていない状況が 3 年間の検証調査で明ら

かになっており、高齢者保健福祉分野の

保健師活動の評価が十分に行われていな

い状況にある。 

 平成 26 年度の研究で、自組織の検証

結果をもとに実施した情報交換会では、

他の自治体の取り組みの現状を知ること

で、自組織の課題の再認識や今後の方向

性を共有する有意義な場となっていたこ

とより、保健師向けの研修において効果

的な活用が期待できると思われる。 

4）異動直後や経験が浅い保健師の活動

指針としての活用 

 高齢者保健福祉分野の保健師は、保健

分野に比べ配置数は少なく、日々の活動

における専門的な相談ができる体制を職

場内に確保することが難しい状況にある。 

 また、高齢者保健福祉分野の保健師活

動の詳細な活動指針が示されていないた

め、異動直後の保健師や経験の浅い保健

師が本評価指標や評価マニュアルを活用

することで、高齢者保健福祉分野の保健

師として目指す方向性や次に取り組む課

題を整理することができると思われる。 

5）高齢者保健福祉分野における保健師

の人材確保や適正配置に向けて発信 

評価指標に基づき評価を繰り返すこと

で、高齢者保健福祉分野の活動の効果的

な実践につながり、保健師としての専門

性を発揮することが可能となる。その結

果、高齢者保健福祉分野での保健師の役

割がより明確にしていくことで、全国の

自治体に対して保健師の人材確保や適正

配置に向けて発信することも可能になる

と考える。 

4．評価指標の活用についての政策提言 

 超高齢社会のなかで高齢者の健康・介

護問題は社会問題となっており、介護保

険制度も改正を繰り返している。 

 昭和 57 年に策定された老人保健法の

保健事業を展開するために、市町村保健

師数は大幅に増えたが、訪問看護制度、

介護保険制度の創設により、在宅療養者

への直接支援は市町村保健師から訪問看

護師や介護支援専門員等が中心的な役割

を担うようになっている。 

 平成 18 年の地域支援事業の創設によ

り、高齢者への保健事業は高齢者保健福

祉分野の所管となり、高齢者保健福祉分

野へ配属される保健師が増えてきている。 

 平成 27 年の介護保険制度改正により

強化された地域包括ケアシステムの構築に

むけて、「新しい介護予防・日常生活支援総

合事業」「生活支援体制整備事業」「認知症

施策推進事業」「在宅医療・介護連携推進事

業」「地域ケア会議推進事業」「地域リハビ



リテーション活動支援事業」が創設された。 

 新たに創設された事業は、全てが地域の

実情に応じて展開することとなっている。

つまり、「地域活動や統計情報、住民の健康

状態を把握し、明らかになった健康課題に

優先順位をつけ、PDCA サイクルに基づく

事業の展開・評価をする」ことが必要であ

り、これらは保健師活動の専門性である。

しかし高齢者保健福祉分野で活動している

保健師は保健分野に比べ配属数はすくない

ことから、保健師が新たに事業を立ち上げ

る際に参考にできる詳細な活動指針が必要

と考える。 

 また、2025 年問題の解決にむけ市町村保

健師がどこまでかかわれるのかは、市町村

で活動している保健師個々の努力も必要で

あるが、保健師を雇用する市町村に「高齢

者保健福祉分野で保健師をどう活用すべき

か」について示すことが必要と考える。 

 また、高齢者保健福祉分野でリーダー

的な役割を担っている保健師が、将来的

な展望をふまえ事業展開できるようにす

るためにも、高齢者保健福祉分野の保健

師の専門性や活動範囲、今後担うべき役

割について、評価指標を活用し活動指針

等を提示されることを政策提言したい。 

5．高齢者保健福祉分野における標準化

された評価指標 

本調査結果を分析し、「27 年度版評価

指標」のわかりにくい評価項目の表現を

改め、評価の際の負担を軽減するため、

項目数についても 2 項目減少させ、28 項

目からなる標準化された高齢保健福祉活

動の評価指標を作成した。 

Ｅ. 結論 

「27 年度版評価指標」及び評価マニュ

アルについての全国調査結果を反映させ

改訂することで、標準化された高齢者保

健福分野の保健活動の評価指標を開発す

ることができた。しかし、高齢者保健福

分野の保健師活動の内容や役割分担は自

治体によって大きく異なっているため、

評価マニュアルはさらなる改善が必要で

あり、高齢者保健福分野の保健活動の詳

細な活動指針が必要と考えられた。 
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